






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































77 　王勝明編『中華人民共和国侵権責任法解読（原文：中 人民共和国侵 任
法解 ）』（中国法制出版社，2010年）379頁。この解説は、「制限型損害賠償」
の適用について、政令33条（上記、鉄道交通事故緊急救援及び調査処理条例）
の内容を示し、少なくとも同条にいう「法律」には政令が含まれるものと理解
されうる。
78 　ただし、前述のように、貨物・人身的損害に関する救済は、当事者に法律適
用の選択が与えられており、精神的損害の請求を含めて一般的に侵権責任法の
適用が考えられるため、現時点では上記の問題が顕在化となっていない。しか
しながら、すでに述べたように、契約の違反行為か不法行為かとの選択は当事
者に委ねられるため、契約として捉える場合、上記の疑問が浮上すると考えら
れる。
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（1）　「社会主義市場経済」と経営の組織形態
　「社会主義市場経済」は、改革開放後の1992年に鄧小平氏が提起した用
語であり、経済発展の際に、従来の根本的な所有制度である公有制経済
とそれ以外の経済の形態（「非公有制経済」と呼ばれており、自営業・外
資経営等を含む）とを総称した上で、公有制経済を主たる存在として維持
しようとする現行の経済発展の方針である。これにしたがって提出された
「現代企業制度」の改革理念も、公有制を維持し、国家資本の重要性を強
調している。特に、重要な事業分野においては、その国家資本の存在が必
要条件とされており、前述のように、鉄道事業においてサービスの提供・
運営主体の組織形態は、国有企業法人と国有独資公司法人との二種に限ら
れていることも、その具体的な反映といえよう。
　もっとも、自然独占の公益事業分野においては、国による公の介入には
一定の合理性があり、例えば、公的サービスの持続的提供、安全性の確保
等の観点については、公的介入が必要と考えられる。しかしながら、その
介入の手法は多様であり、資本による介入がその中でもっと直接、かつ強
力なものである。具体的には、国有企業法人の場合、100％出資のほか、
人事の面においても政府の介入（指名、行政上の処分等）があり、国有独
資公司の場合においても、行政の所管部門が株主会の代わりに権限を行使
し、取締役会のメンバーも当該部門に指名・派遣される者が多いため、公
的介入の度合いは強い（公司法66条、67条）。
　この点につき鉄道事業における現行の組織形態を概観すると、国有企業
法人たる中国鉄路総公司のほか、国有独資公司たる中国鉄路物資総公司、
中国鉄道建築総公司、中国鉄路工程総公司、中国鉄路通信信号集団公司、
中国南車集団公司、中国北方機車車両工業集団公司が設立され、運輸サー
ビス、物資の調達、インフラ設備の建設、車両の製造や信号設備の製造等
にわたって、国による資本の介入がみられる。かつ、設立の根拠及び人事
制度以外は、両者間（国有企業法人と国有独資公司）における経営上の差
異は明確ではなく、組織形態の選択に係る判断基準も不明である。もっと
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も、国有独資公司の取締役会には職員の代表及びその他のメンバーの選任
が必要とされている（公司法67条）ため、国有企業法人に比べれば経営上
の自主性がより強いものと一般的には考えられる。
　そして、国有企業法人または国有独資公司という企業形態については、
国の立場からは政策的指導等が容易にできる一方、企業の立場からは経営
上の公的支援が容易になされうるという利点が考えられる。前記のよう
に、まず、中国鉄路総公司の設立当時、鉄道部の巨額な債務を同時に引き
継いだため、国が債務の返済まで、企業の経営利益を配当金として収納し
ないとの姿勢を示した。それと同時に、鉄道部時代に享受した税収の優遇
措置を継続に実施し、鉄道部時代に発行された鉄道建設債券を政府が担
保する、との具体的な内容が掲げられた79。また、鉄道事業の公益性に鑑
み、財政投入の金額や補助金制度の具体的な方針はまだ確定していない
が、軍人、学生及び農業用物資等の運輸等一部の特殊な運輸サービス及び
チベット、新疆等特定な地域における線路の運営については、公益性運輸
補助金制度を構築するという方針が確立したといえよう。
　中国において、このような組織形態が選択されたことは、公有制という
独特の制度を維持する表現の一つと考えられるほか、鉄道事業をはじめと
する公益性の高い事業分野における中国の独特の運営方針の表われともい
える。資本の支配を通じて行われる公的介入は、競争原理に適合しないと
経営学、会社法等から批判がされているが、公益性の高い事業分野に限っ
ては、このような企業形態も認められてよいとの考えは、中国において有
力であるといえよう。
　ちなみに、資本の支配による公的介入の存在が企業・公司法人の経営自
主性を妨害するという経営学、会社法等からの批判については、2008年10
月28日に「中華人民共和国企業国有資産法」（以下、「国有資産法」とい
79 　前掲注44）「批復」に示された。参照、中華人民共和国中央人民政府ホーム
ページ。リンク：http://www.gov.cn/zwgk/2013-03/14/content_2354218.
htm　（ 終アクセス2014年９月30日21時12分）
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う。）が可決され、「国務院及び地方人民政府は、法律、行政法規の規定に
基づき、それぞれ国家を代表して、国が出資する企業に対して出資者とし
ての権限を行使し、権益を有する」との同法４条の規定が設けられた。ま
た、「政府と企業を分離し、社会公共管理権限と国有資産の出資者として
の権限を分離し、企業が法に基づき自主的に経営する原則に関与せずに出
資者としての権限を行使する」という原則も確立された。これは、上記の
公有制を維持する上で重要な立法者意思の表われとして評価されよう。
　しかしながら、現行の制度について、組織形態の法的性格についての理
論的整理が未だなされていない。筆者の検討によれば、両者は、国が100
％資本を有し、設立かつ人事の面において強い公的介入が存在しているこ
とから、少なくとも公的な法人形態であるとの理論上の整理がされるべき
であり、国との関係、経営に対する監督・規制の仕組み等も議論されるべ
きである。しかしながら、中国国内においては、このような整理につい
て、十分な議論はされていない。もっとも、公益性の高い事業において
は、公的介入には一定の合理性があるといえることから、適切な規制の下
では、中国のように、資本を通じて介入する手法が認められる余地はある
といえよう。
（2）　「中国の特色を有する社会主義法体系」と規制の仕組み
　経済制度のほか、それに関連する法体系の構築にも、中国の独自性が現
れている。筆者の見るところ、それは行政によるマクロ的なコントロール
は依然として強いということである。
　まず、中国の場合、例えば安全性の確保については、国家鉄路局及び地
域の監督管理部門が統括的な監督・管理の権限を有する。そして、その対
象となる事業者は、一部の民間事業者も含まれるものの、基本的には国有
企業法人か国有独資公司となっており、規制権限の行使に も重要な意味
をもつ独立性は、現行制度の下に十分に確保されているとは言い難い80。
80 　財政部あるいは国有資産監督管理委員会は、いずれも交通運輸部の下に置か
れる国家鉄路局より上級に位置づけられる行政機関である。
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また、規制権限の行使に関わる独立性の確保等については、現行法上の規
定がなく、純然たる行政的権限の行使を通じて実現しようとする姿勢がみ
られる。言い換えれば、中国の場合、行政の内部的管理行為あるいは内部
の調整を通じて目標を実現しようとする考えが依然として強い、と評する
ことができる。
　次に、すでに述べたように、例えば一部の特殊な事業分野においては、
政府指導価格や政府制定価格が法的に認められ、関連部門は法的に与えら
れる権限をもって価格を設定することとなる。これは他国においても規制
の手法の一つとして用いられているが、市場による価格の調整の余地は、
中国の場合、依然として狭い。かつ、これについて、経営学からの厳しい
批判も寄せられている。しかしながら、鉄道等の公的サービスを提供する
事業分野においては、純粋な市場価格の決定には限界があり、差別なく
サービスを提供する点を考慮するならば、価格の設定に制限を加えること
は適切であるといえよう。ただし、その場合、事業者のインセンテイブを
考慮し、柔軟性のある設定の仕組みの導入が望まれる。
　また、中国においては、規制制度が未発達であり、一部の事業分野にお
ける民間の事業者の参入が認められるものの、許可の権限は行政機関に保
留されることとなる。規制の仕組みに焦点をあてて現行法制度を概観すれ
ば、根本的な問題とされる「法律の留保」及び「法治行政」等について、
それらの諸原則の中核に位置する法規範の範囲には、法律のみならず、法
規命令のほか、一部の行政規則等も解釈として理解されることが中国の特
色である。
　 後に、公益事業における民営化は、国の経済発展、法体系の事情等に
よって発展の度合いによって差異がみられる。例えば、完全に民間の法人
形態へと転換させ、政府あるいは公的介入をできる限り 小限に控える国
もあれば、資本を通じて経営に介入し、内部及び外部ともに公的介入を持
続する国もある。公益性の高い事業の特殊性を配慮し、公的サービスの持
続、可能な利用を確保できるならば、各国が自らの実情に適合する組織を
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選択することには合理性があるといえよう。ただし、その際に、ユニバー
サルサービスやインフラ設備等に関わる安全性の確保、サービスの提供に
発生する損害等の救済の仕組み等については、法的に定める必要性がある
ことは否定できない。もっとも、その際には、各国に共通している原則も
探り出すことも重要である。
（3）今後の課題
　再三に述べてきたように、特定の公益性の高い事業分野においては、公
的介入が必要である。しかしながら、その介入の形態には多様な選択があ
り、改革の際に公的サービスの提供等を確保する前提の下、各国の実情に
適合する手法の採用がありうる。ただし、資本による公的介入であって
も、平等性・透明性等行政法学上の基本的な原則に従わなければならず、
法的な仕組みの構築が必要と考えられる。このような仕組みが構築される
ならば、これまで見てきた中国のような特殊な手法の有効性は一定の制約
の下、否定はできないであろう。また、国の介入の態様等を法的、とりわ
け行政法学上の見地から継続して考察する必要があるが、この点について
は、今後、別稿において考察することとしたい。
